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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、ITを活用したプロセス中心アプローチを韓国語学習教室に導入し
て、学生が社会的・相互行為的プロセスに積極的・能動的に参加できる国際 間交流授業を実施し、このような
授業が目標言語や文化に対する学習者の文化及び言語能力に及ぼす影響を考察・評価することであった。この研
究目的を達成するために、日本で韓国語を学ぶ学習者と韓国で日本語を学ぶ学習者間に、2年間にわたって国際
間交流授業を実施した。アンケート調査の分析結果、日韓の学習者における交流授業の満足度は高く、短期間交
流であったため言語能力の上達までは至っていないが、この授業を通して学習動機が高まり文化能力も高くなっ
たと自己評価した。 

研究成果の概要（英文）：This research aims to conduct collaborative online international learning 
combined with a process-oriented approach that help students participate actively and positively in 
Japanese/ Korean language class. It also aims to evaluate intercultural communicative competence of 
the Japanese/Korean learners in Korea and Japan and to consider the factors that affects the 
competence. Learners in Korea and Japan evaluate positively on the culture-integrated international 
collaborative learning; They answered the intercultural communicative competence was fostered 
through the collaboration. They also answered that they are motivated to further study by practicing
 their target languages with the natives. 

研究分野： 韓国語教育

キーワード： 異文化コミュニケーション能力　韓国語・日本語教室　ITを活用した国際間交流授業　COIL

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
外国語教育の究極の目標は、学習者が自分の文化的境界を越えて言語や文化が異なっている人々と適切で効果的
にコミュニケーションを行うための異文化間コミュニケーション能力(ICC)を高めることであろう。しかし一
方、ICC関連の研究や試みは英語中心となっており、「ICC＝英語教育」という歪んだ認識も少なくない。本研究
では、情報通信技術を活用したプロセス中心アプローチを韓国語教室に導入することによって、学習者の積極的
な参加を促す日韓交流授業を実施し、これが学習者の目標言語や文化、相互コミュニケーション能力にどのよう
に影響するのかを明らかにすることで、韓国語教室におけるICC研究の土台作りに貢献している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
1.研究開始当初の背景 

(1) プロセス中心アプローチを援用した外国語教育と文化学習 

 外国語教育の究極の目標は学習者の異文化間コミュニケーション能力（Intercultural 
Communicative Competence、以下 ICC）を高めることである。では、ICC は外国語を学ぶことに
よって「自然で」「自動的に」習得されるものなのか。従来、ICC は外国語学習を通して自然に身
につけるものであるというふうに認識されていた(Bennett 他, 2003)。しかし一角では、外国語
を習うだけで ICC が自動的に身につくのではないという認識もある(Meyer, 1991)。ICCには、
異文化に対する好奇心や開かれた心、多様な社会的現象や相互行為のプロセスに関する知識、異
文化の様々なコミュニケーションを解釈して自分の文化と関連づけて解釈できる能力、さらに
自分と他者の文化を批判的に評価できる能力などが含まれる(Byram, 1997)。コミュニケーショ
ン能力（Hymes, 1972）に加え、自己と他者の文化に対して批判的に解釈できる「文化解釈能力」
も含まれているといえる。従来、外国語教室における文化的知識の習得は「知識基盤の教授法
（knowledge-based pedagogy）」、すなわち教師が目標言語圏の文化に関する知識を一方的に伝
える形で行われてきた(Wright, 2000)。しかしこれは、①教師による間違った知識伝達の可能性
(Chambers, 2004)、②一方的な知識の教授は目標文化に関する学生の興味を低下させる(Wright, 
2000)、という理由で批判されている。これらの問題点を解消する教授法として最近注目されて
いるのがプロセス中心アプローチ(Byram & Zarate, 1994)である。結果中心アプローチ
（product-based approach）に対比する概念で、社会的・相互行為的プロセスに積極的・能動的
に参加することを通して、学習者は教師から学んだ知識や学習内容を自分の中で「再概念化」す
るプロセスを経験することになるが、このような個人の実践と経験こそ効果的な学習の過程に
なるということである。 
 

(2) インターネット技術を活用した効果的な国際間交流授業の開発・構築 

 インターネット技術（Internet Technology、以下、IT）を活用した国際間交流授業は、学習
者にリアルな異文化環境を提供することによって外国語を学ぶ学習者の学習意欲を高め、異文
化間接触場面で起こり得る諸問題を自ら解決しようとする力を鍛える有効な手段になるため、
プロセス中心アプローチの中でも外国語教育での活用度は高い。学習者の海外語学研修プログ
ラムに比べて、大学の正規カリキュラムの中で行われている外国語教育の最も大きな限界は、授
業で習得した外国語を実際の異文化環境で鍛えられる場が設けられていないため、時間の経過
とともに学習意欲が低下しがちということであろう。この研究をデザインしたきっかけも、筆者
の韓国語授業に参加した学生から「学んだ内容を実践で韓国の人たちに使ってみたい」という声
を何度も耳にしたことである。実際、2015 年度に筆者の韓国語授業で IT を活用して韓国の大学
生との間でパイロット交流授業を行った結果、学生たちから爆発的な反響を得て、「もっと韓国
語を勉強して〔交流した大学生〕と今後友達になりたい」「韓国の文化についてもっと知りたい」
「今後も交流授業を続けてほしい」という声が高かった。目標言語圏の大学生と IT を活用して
行った国際間交流授業は、学生たちに授業中で学んだ内容を実際生かしてみるチャンスを提供
しただけでなく、言語や文化に対する学生の学習意欲も高めたのである。このパイロット交流授
業を通して、筆者は IT を活用した国際間交流授業を大学における外国語授業の正規カリキュラ
ムの中で持続的に実施していくことの重要性と必要について再度考えるようになった。 
 IT を活用した国際間交流授業は、実は新しいものではない。デジタル時代の利点を生かした
IT 活用の事例は、日本国内の大学間の交流授業（川上ほか 2008）の他、最近は CCDL（Cross-
Cultural Distance Learning）、すなわちビデオ会議システムやチャットシステムを用いて外国
の大学と共同で行う交流授業が教員個人あるいは大学レベルで試されつつある。しかし、これま
での試みはほとんど単発のイベント的なものにとどまっており、これを正規カリキュラムの中
で持続、発展させていくことは今後の課題として残されている。また、IT を活用した国際間交
流授業というと、一見複雑で難しいだろうという先入観が頭の中を走るため、興味を持っていて
もなかなかチャレンジまで勇気を出せない教員が、周りを見ても少なくないようだ。本研究では、
世界中に広く普及されており誰でも簡単にアクセスできるいくつかの IT を活用して、韓国の大
学と韓国語と日本語による国際間交流授業を実施し、ほかの外国語授業でも応用できる「持続可
能な」国際間交流プログラムの教授戦略とガイドラインを開発・構築にチャレンジする。韓国は
日本と時差もなく、大学の教育システムも似通っているため、交流授業に伴う制約を最小限に抑
えることができるため、国際間交流授業に最適の条件を備えている。 
 
２．研究の目的 
 本研究課題の目的は、IT を活用したプロセス中心アプローチ（process-oriented approach）
を韓国語教室に導入して、教師が一方的に知識を伝える「知識基盤の教授法」ではなく、学生が
社会的・相互行為的プロセスに積極的・能動的に参加できる国際間交流授業を実施し、これが目
標言語や文化に対する学習者の ICC に及ぼす影響を考察・評価することである。なお、最終的に
は、アクションリサーチによって得られた成果に基づいて、外国語教室において「持続可能な」
国際間交流授業の教授戦略とガイドラインを開発・構築することである。   
 
 



３．研究の方法 
(1)交流授業のデザイン 
 今回の交流授業の目的は日韓の大学で韓国語と日本語を学ぶ学習者に目標言語の使用機会を
与え、受講生のICCを高めることである。本研究では、このような目的に沿って韓国で日本語を
学ぶ大学生をパートナとして選んでいる。韓国語を学んでいる日本の学習者と日本語を学んで
いる韓国の学習者は、それぞれ目標言語への能力と文化に対する理解を高めたいという共通の
目標を持っているだけでなく、互いが自分が学んでいる言語圏の人々であるため、相互交流への
情熱がある。また、相手の言語や文化に疑問を感じたとき、質問し合うことで互いに助け合うこ
ともできる。さらに、交流先の学生からの質問に対処し、答えるプロセスに参加する中で、自分
の文化についても相対的･批判的に考える機会が与えられるが、これこそICCを鍛えるための有
効な手段になると筆者は考えたのである。そのほか、前者の場合、2015年度に一度、韓国のChung-
Ang University(CAU)で日本語･日本文化を学習する学生たちとSkypeを用いてパイロット交流授
業を実施しており、交流先との関係構築や必要な情報、デバイスの確認がある程度できているた
め、すでに交流授業ができる環境が整っていた。従って、今回は2015年度に実施したパイロット
交流授業に続き、韓国のCAUの学生たちとITを活用した交流授業を実施することにした。 
 前回のパイロット交流授業の際に、学生より｢もっと交流の授業や時間を延ばしてほしい｣と
いう要望があったため、両校の授業スケジュール及び授業内容などを考慮し、今回はCAUの｢日本
語コミュニケーション論｣【受講者数：35名、アジア文化学部日本語専攻科目】の受講生と 国際
基督教大学(ICU)の｢韓国語2｣【全学共通科目、受講者数：18名】の受講生の間で合計7回[毎回70
分間]にわたって交流授業を実施することになった。70分のうち、最初の10分は相互の機材作動
の確認や挨拶を含め、両国の担当教師が当日の授業について簡単に説明し、残りの1時間をそれ
ぞれ30分に分けて、最初の30分は日本語のみのセッション、残りの30分は韓国語のみのセッショ
ンとして実施した。なお、30分のうち、自国の文化現象についてチームになった学生たちが15分
間自分の目標言語で発表を行い、残りの15分間は発表内容についてICUとCAUの間で質疑応答を
行った。 
 2017年度に実施した第1回目の交流授業に続き、2018年度もCAUの学生と第2回目の交流授業を
実施する予定となっていたが、韓国側の担当教員の個人的な都合で交流授業を行うことが出来
ず、結局2019年度に交流パートナを変えて、韓国のIncheon National University(INU)で日本語
を勉強する学生【日本語教育学科で開講されている「日本語購読」の受講生、13名】とICUの「
上級韓国語Ⅰ」【全学共通科目、受講者数：24名】の受講生の間で第2回目の交流授業を行った
。交流授業における学習者の使用言語の場合、各交流先の学習者は自分が学習している目標言語
を使うことになっていたが、適切な言葉を思い出すことが難しい場合、部分的に母語を使うこと
も可能にした。なお、交流授業に参加する学習者が能動的･主導的に社会的･相互行為的プロセス
に参加できる環境づくりのために、授業中の教師の役割はできる限り最小限にした。 
 
(2)交流授業のテーマおよび使用機材 
 発表テーマについては、両国の学生が興味を持っており、負担を感じることなく気軽に討論に
参加できそうなものを選ぶことにした。まず、最初の2回は日韓両校の担当教員が事前に決めた
共同テーマについて両校の学生が発表を行い、残りの授業では両校で自由にテーマを決めて発
表することになった。 
 使用機材及びソフトウェアは、世界中に広く使われている無料コミュニケーション･ツールの
SkypeとZOOMを利用した。前回のパイロット交流授業との違いは、前回はCALL教室を使って授業
を行ったが、今回は一般教室で授業を行ったということである。オンライン交流を今後も持続可
能なものにするためには、何よりも場所や使用機材の簡便さ･便利さが重要になってくる。Skype
やZOOMの場合、パソコンとウェブ･カメラ、マイクさえあれば、CALL教室を使わなくても問題な
く使うことができる。従って、今回は授業途中での移動やCALL教室予約など、煩わしい作業を軽
減するために一般教室で交流授業を実施することにした。もう一つの違いは、今回は個別マイク
ではなく高性能無志向性マイクを設置して使ったということである。前回の交流授業で、マイク
を手にしていなかったときは気軽に発言していた学生たちが、マイクを渡されると発言を拒否
したり突然黙ったりすることが何回か観察された。そのため、今回はよりプレッシャーがかから
ない雰囲気で自由に討論に参加できる環境づくりをめざし、ICUでは無志向性ステレオマイクを
使ってみることにした。ただ、CAUの場合、教室環境の都合で、前回と同じくCALL授業と個別マ
イクを使用している。 
 第1回目の交流授業で、学生たちは前方に設置されている大きな画面を見ながらCAUの学生と
の交流を行った。なお、シャイなためグループ討論に積極的に参加できなかった学生のために、
小グループに分けて授業外でオンライン交流及び討論を行う場を設けているが、授業外活動で
あったため、都合で参加できなかった学生も多かった。従って、第2回目のINUとの交流授業では
、発表は前回同様、共同テーマについて2～4名の学生が組となって日韓でそれぞれ実施し、発表
後はいくつかの小グループに分けて、個人のパソコンを使って発表内容について日韓の学生が
ディスカッションを行う形の交流授業を行った。 
 
(3)調査及び分析方法 
 ITを活用して行った今回の交流授業が受講生のICCに与える影響を量的に評価、考察するため



に、各交流授業後に学生にコメントを書いてもらった。また、交流授業が全て終了した後に両校
の学生にアンケート調査を実施した。この調査につき、今回はICCを構成する4つの側面をそれぞ
れ定量的に測定するためにFantini & Tirmizi (2006)の質問表(Survey Questionnaire Form)を本研究の目
的に合わせて修正、補完する形で、学習者の自己評価によるアンケート調査を実施した。そのほ
か、交流授業に関する学習者の態度及び評価に関連する項目についてはLee(2014)を参照した。 
 
４．研究成果 
 今後も持続的で効果的な交流授業を営むために必要な情報構築のために、交流授業自体に関
する調査を行含めて調査を行った。次に、現段階で分析が終わった内容を中心に、交流授業と言
語能力、ICCの3つの側面に分けてアンケート分析結果を概略して提示する。 
 
(1) 交流授業への満足度 
 今回の交流授業についてどの程度満足しているのかについて、次の3つについて｢5非常にそう
思う｣から｢1まったくそう思わない｣までの5段階尺度で記入してもらった。ICUとCAU、INUの学生
の多くが全項目で平均値4点以上と、今回のオンライン交流授業にかなり満足しており、多くの
ことを学んだと答えた。なお、両校の学生ともに今後も交流を続けたいと答えた。 
 
(2) 言語運用能力 
 言語運用能力につき、<表2>の6項目について質問した。｢現在自分の韓国語･日本語能力レベル
｣に関する項目に、CAUの学生は良くも悪くもない普通のレベルだと自分を評価し、INUの学生は
良い方だと自分を評価した反面、ICUの学生は韓国側に比べて自分の言語能力が低いと答えた。
｢今回の交流授業を通して語学能力が向上した｣、｢目標文化圏の人とのコミュニケーションに関
する恐怖や心配が減らされた｣という項目についても、CAUとINUの学生がICUの学生に比べてや
や高く自分を評価した。特に、｢交流授業を通して語学に自身がついた｣の項目では、有意差が見
られるほどINUとCAUの学生とも自分を高く評価している。語学レベルに関するこのような違い
は両校の学生の学習期間と関係があるようだ。ICUの学生の場合、「韓国語Ⅱ」の受講生は週7時
間、約5ヶ月、「上級韓国語Ⅰ」の受講生は週7時間、約1年程度の学習暦を持っている半面、CAU
とINUの学生の平均日本語学習暦は週3時間以上、約2年以上の学習暦を持っており、しかもCAUと
INUでは本格的に日本語を長年勉強している学生も含まれていたため、ICUの学生は相対的に自
分のレベルを低く評価したと見られる。ただ、｢交流授業を通して学習意欲が高まった｣、｢続け
ると語学能力が向上すると思う｣など、学習意欲や今後の期待に関連する項目では、韓国側に比
べてICU側に高く現れている。 
 
(3) 異文化コミュニケーション能力 
 今回の交流授業の目的でもあるICCの評価に関連して、12項目について質問を行った。ICUとCAU
の交流授業の分析結果、｢相手側の参加者とコミュニケーションの機会が与えられた時、積極的
に参加していた｣については、日韓大学生ともにやや低く自分を評価しているが、それ以外は全
体を通してかなり高く評価していることがわかる。興味深いのは、言語運用能力ではCAUに比べ
て自分を低く評価していたICUの学生が、ICCに関連する項目では全項目において自分を高く評
価したということである。特に、｢相手の文化圏に対する理解がより深まった｣、｢相手の文化に
対する関心や興味が広まった｣、｢自分の文化圏と相手の言語･文化･価値観の違いが理解できた｣
、｢自分の文化圏と相手の言語･文化･価値観の違いが理解できた｣、｢韓国と日本の間の違いを理解できた
｣、｢交流及びコミュニケーションに対する価値と重要性を理解できた｣の6項目についてはCAUと有意差が
見られるほど高く評価している。自己評価ではあるが、語学能力と異文化能力が必ずしも一致していな
いということは非常に興味深い。ICUとINUの交流授業でも、語学能力に関連しては上記と同じような結
果となったが、異文化コミュニケーション能力に関連してはICUとINUともに特に有意差は見られず全項
目で高く現れている。両者の結果の違いについては、今後より詳しい分析を通してその原因を明らかに
していく必要がある。 
 
 国際化と多文化共生の時代を迎え、ICCは多様化するニーズに柔軟に対応し、世界を舞台に活
躍できるいわゆる｢グローバル人材育成｣に必須不可欠な要素である。これを受けて本研究では、
ICCを高める外国語教育、直接的な異文化接触、プロセス中心のアプローチといった観点から、
日本と韓国の大学でそれぞれ韓国語、日本語を学んでいる学習者を対象に国際間交流授業を実
施し、これが受講生のICCに与える影響についてアンケート調査を中心に分析を行った。 
 分析の結果、日韓両校の学習者は交流授業について肯定的に評価し、交流授業を通して自分の
ICCが高まったと自己評価した。言語能力に関連しては、短期間の交流であったため、多くの進
展はなかったという評価となったが、教室で学んだ内容を実際使ってみたことについては励み
になったと答えた。なお、言語能力の向上については、CAUで、学習意欲についてはICUの方で、
それぞれ有意差が認められるほど高く現れた。ICCとの関連で興味深いのは、自分の言語能力に
ついては低く評価したICUの学生が、ICC関連の項目では｢知識｣を除いた全項目を通して自分を
高く評価したということである。特に｢知識｣の場合、他の要素に比べICCへの貢献度が相対的に
低いことを勘案すると、ICU学生は交流授業を通してICCがかなり高まったと自己評価している。
これは、目標言語の学習期間が長く言語能力が高いからといって、必ずしもICCが高いとは限ら



ないということを裏付ける結果でもある。ICUとINUとの交流授業の結果はまだ分析の途中であ
るが、CAUとICUとの交流授業の分析結果は、目標言語や文化に関する知識やスキルそのものより
、自分と相手の文化に対する開かれた心や態度がICCにおいてより重要であるという主張(Juarez, 
Marvel, Brezinski, Glazner, Towbin & Lawton, 2006)を裏付けているともいえる。 
 一方、本研究には限界も存在する。まず、上で述べたように、学習者のICCが学習プロセスを
通してどのように変化、向上したのかを十分客観的に測定できる評価ツールだったといえない。
本研究では一元化した評価方式、すなわちアンケート回答による自己申告式の評価を採用して
おり、海外研修プログラムに参加した学習者を対象に行ったFantini (2007)などのように他者
からの評価は行っていない。実際、ICTを活用したサイバー空間での交流授業の場合、限られた
時間内での交流であるため、教師以外に第三者による評価は事実上難しい。ただ、今後更なる研
究を重ね続けることによって、適切な評価ツールを構築していくことは大事であり今後の課題
でもある。 
 交流授業参加者のICC評価方法に加え、持続的で効果的な交流授業を構築するためには、交流
パートナとの共通カリキュラムを構築する必要がある。今回は、交流授業のための共通シラバス
を作成しているが、今後も持続的に行うための共通カリキュラムまでは至っておらず、カリキュ
ラムの中でどのように定着させていくかは今後の課題として残っている。なお、このような交流
授業をスタートし持続可能な交流授業を実現させるためには、交流授業を希望する大学あるい
は教師を見つけることを支援するフラットフォームを構築する必要である。適切な交流パート
ナがいないと「交流」は原則不可能なのである。特に、英語を介さない外国語同士の国際間交流
授業の場合、本研究課題の目標である「持続可能な」国際間交流授業の教授戦略とガイドライン
を開発・構築するためにも、交流パートナを見つけるフラットフォームの開発・構築は必須不可
欠であるといえる。 
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